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労災保険は、労働者の労働災害に対する保護を主目的とするものであり、労働基準法上の労働者でない者については対象
外とされている。特別加入とは、業務の実態、災害の発生状況等からみて労働者に準じて労災保険により保護するにふさわ
しい者について、特に労災保険の加入を認める制度。

労災保険特別加入制度について①

１ 趣旨

２ 特別加入の対象範囲

○ 特別加入の対象範囲は、下記の条件を考慮して定められている。
① 業務の実態や災害の発生状況からみて労働者に準じて保護するにふさわしい者であること。
② 業務の範囲が明確に特定でき、業務災害の認定等が保険技術的に可能であること。

○ 特別加入を認めるにあたっては、民業圧迫につながらないよう留意する必要がある。
また、逆選択が生じないよう危険防止措置の徹底等を図ることが不可欠。

3,500円～25,000円までの16段階のうち希望額を徴し、都道府県労働局長が決定した額

５ 給付基礎日額（労災則第46条の20、第46条の24及び第46条の25の３）

① ：当該事業に適用される労災保険率と同一の率
②～④：同種・類似の事業又は作業を行う事業についての災害率等を考慮して定める率

４ 保険料率（徴収法第13条～第14条の２）

３ 特別加入の種類（労災保険法第33条）

① 中小事業主及びその事業に従事する労働者以外の者(役員等)
② 労働者を使用しないで次の事業を行う一人親方その他の自営業者及びその者が行う事業に従事する労働者以外の者(家族従事者等)
③ 特定作業従事者
④ 海外派遣者

※詳細は次頁以降
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労災保険特別加入制度について②

６ 特別加入の対象者・特別加入の手続等

＜中小事業主及びその事業に従事する労働者以外の者(役員等)＞
○ 特別加入者の範囲
・中小事業主等として認められる企業規模（労災則第46条の16）

業種 労働者数

金融業・保険業・不動産業・小売業 ５０人以下

卸売業・サービス業 １００人以下

上記以外の業種 ３００人以下

・中小事業主が行う事業に従事する者
事業に従事する者とは、労働者以外の者で事業に常態として従事する者を予定したもの。事業主が法人である場合にあって
は、代表者以外の役員のうち、労働者に該当しないものも、これに含まれる。

○ 加入の一般的要件（労災保険法第33条及び第34条）
① 雇用する労働者について保険関係が成立していること
② 労働保険の事務処理を労働保険事務組合に委託していること
※事務組合の要件についてはｐ２４参照。

○ 加入の要件を満たす場合には、中小事業主が２以上の事業について特別加入することができる。（通達：S40.11.1基発第1454号）
同一の中小事業主が２つ以上の事業の事業主となっている場合、１つの事業の中小事業主として特別加入の承認を受けてい
ても、他の事業の業務により被災した場合は、保険給付を受けることができない。（労災保険法第34条1項の解釈（通達：
H23.3.25基労発0325第1号））

○ 中小事業主等の特別加入に当たっては、当該事業場の労働者の適正加入及び労働保険料の適正徴収を担保するため、法律上、
労働保険事務組合への事務処理の委託を特別加入の要件としている。（労災保険法第33条）
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労災保険特別加入制度について③

＜労働者を使用しないで次の事業を行う一人親方その他の自営業者及びその者が行う事業に従事する労働者以外
の者(家族従事者等)＞
○特別加入者の範囲（労災則第46条の17）
・自動車を使用して行う旅客又は貨物の運送の事業
・土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、原状回復、修理、変更、破壊若しくは解体又はその準備の事業
・漁船による水産動植物の採捕の事業
・林業の事業 ・医薬品の配置販売の事業
・再生利用の目的となる廃棄物等の収集、運搬、選別、解体等の事業
・船員法第一条に規定する船員が行う事業

を労働者を使用しないで行うことを常態とする者。

○ 一人親方等の特別加入については、一人親方等の団体（特別加入団体）が、その構成員又はその構成員の行う事業に従事す
る者の業務災害及び通勤災害に関して労災保険の適用を受けることについての申請をし、政府の承認を得た場合、労災保険の適
用上、特別加入団体を事業主、一人親方等を労働者とみなすこととされている。（労災保険法第35条）

＜特定作業従事者＞
○特別加入者の範囲（労災則第46条の18）
・一定規模の農業の事業場において一定の危険有害な農作業に従事する者
・特定の農業機械を用いて一定範囲の農作業を行う者
・国、地方公共団体が実施する職場適応訓練又は事業主団体等委託訓練として行われる作業に従事する者
・危険有害な作業に従事する家内労働者等
・労働組合等常勤役員
・介護作業従事者及び家事支援従事者

○ 特定作業従事者の特別加入についても、特定作業従事者の団体（特別加入団体）が、その構成員又はその構成員の行う事業
に従事する者の業務災害及び通勤災害に関して労災保険の適用を受けることについての申請をし、政府の承認を得た場合、労
災保険の適用上、特別加入団体を事業主、特定作業従事者を労働者とみなすこととされている。（労災保険法第35条）
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○ 一人親方等及び特定作業従事者の特別加入については、一人親方等又は特定作業従事者の団体（特別加入団体）が、そ
の構成員又はその構成員の行う事業に従事する者の業務災害及び通勤災害に関して労災保険の適用を受けることについて
の申請をし、政府の承認を得た場合、労災保険の適用上、特別加入団体を事業主、一人親方等又は特定作業従事者を労働
者とみなすこととされている（労働者災害補償保険法第35条）。

○ 特別加入団体の申請をしようとする団体は、あらかじめ、一人親方等又は特定作業従事者の業務災害の防止に関し、当該
団体が講ずべき措置及びこれらの者が守るべき事項を定めなければならないこととされている（労働者災害補償保険法施行
規則第46条の23第２項）。これは、一般の労働者については、労働安全衛生法令等で業務災害の防止に関する諸措置をとる

ことが事業主に義務づけられているが、労働者でない一人親方等及び特定作業従事者については、基本的に業務災害の防
止に関する諸措置をとることを義務づけている法令がないことから、一般の労働者との均衡を考慮して、定められたものである。

○ また、当該団体は、一人親方等及び特定作業従事者に係る保険料の納付など、事業主に課せられている労働保険事務を処
理することになるため、当該団体が以下（※）の要件を全て満たしている場合に、政府は特別加入の承認を行う。

（※）特別加入団体の要件
（昭和40年11月１日付け基発第1454号労働基準局長通達）

① 一人親方等又は特定作業従事者の相当数を構成員とする
単一団体であること。

② その団体が法人であるかどうかは問わないが、構成員の
範囲、構成員である地位の得喪の手続などが明確であること。
その他団体の組織、運営方法などが整備されていること。

③ その団体の定款などに規定された事業内容からみて労働
保険事務の処理が可能であること。

④ その団体の事務体制、財務内容などからみて労働保険事
務を確実に処理する能力があると認められること。

⑤ その団体の地区が、団体の主たる事務所の所在地を中心
として労働保険徴収法施行規則第6条第2項第4号に定める
区域に相当する区域を超えないものであること。

一人親方等又は
特定作業従事者

特別加入団体

都道府県労働局長
（労働基準監督署長経由）

①特別加入希
望

②申請書（変更届）提出 ③承認・不承認通知

一人親方等及び特定作業従事者の特別加入④
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労災保険特別加入制度について④

＜海外派遣者＞
○ 特別加入者の範囲（労災保険法第33条）
・日本国内の事業主から、海外で行われる事業に労働者として派遣される者
・日本国内の事業主から、海外にある中小規模の事業（※）に事業主等（労働者ではない立場）として派遣される者
・独立行政法人国際協力機構など開発途上地域に対する技術協力の実施の事業（有期事業を除く）を行う団体から派
遣されて、開発途上地域で行われている事業に従事する者

（※）中小規模の事業とは、派遣される事業の規模の判断については、事業場ごとではなく、国ごとに企業を単位
として判断。例えば、日本国内の本社の労働者数と派遣先の国の企業の労働者数を合わせて下の表の規模以
内であれば特別加入することができる。

業種 労働者数

金融業・保険業・不動産業・小売業 ５０人以下

卸売業・サービス業 １００人以下

上記以外の業種 ３００人以下

○ 初めて特別加入を申請する場合、派遣元の団体又は事業主が、日本国内において実施している事業（有期事業を除く）に
ついて、労災保険の保険関係が成立していることが必要。なお、派遣先の事業は有期事業も含まれる。（労災保険法第36条）

○ 派遣元の団体又は事業主が、その事業から派遣する特別加入予定者の加入手続をまとめて行う。（労災保険法第36条）

（※） 海外出張の場合は、海外出張者について何らの手続なく、所属する国内の事業場の労災保険により保険給付を
受けられる。一方、海外派遣の場合は、特別加入の手続が必要。
海外出張者とは、単に労働の提供の場が海外にあるにすぎず、国内の事業場に所属し、その事業場の使用者の

指揮に従って勤務する労働者。一方、海外派遣者とは、海外の事業場に所属して、その事業場の使用者の指揮に
従って勤務する労働者またはその事業場の使用者（事業主およびその他労働者以外の者）。
海外出張者と海外派遣者のどちらに当たるかは、勤務の実態によって総合的に判断。

6

第78回労災保険部会資料
(令和元年８月８日開催)

参考



7

特別加入における補償の対象となる範囲①
〈中小事業主及びその事業に従事する労働者以外の者〉（通達：S40.12.6基発第1591号）

１ 業務災害

業務災害または通勤災害を被った場合のうち、一定要件を満たすときに労災保険から給付が行われる。
※同一の中小事業主が２つ以上の事業の事業主となっている場合、１つの事業の中小事業主として特別加入の承認を受けていても、他の事業
の業務により被災した場合は、保険給付を受けることができない。

就業中の災害であって、次の①～⑦のいずれかに該当する場合に保険給付が行われる。

① 申請書の「業務の内容」欄に記載された労働者の所定労働時間（休憩時間を含む）内に特別加入申請した事業のためにする
行為およびこれに直接附帯する行為を行う場合（事業主の立場で行われる業務を除く）

② 労働者の時間外労働または休日労働に応じて就業する場合
③ ①または②に前後して行われる業務（準備・後始末行為を含む）を中小事業主等のみで行う場合
④ ①、②、③の就業時間内における事業場施設の利用中および事業場施設内で行動中の場合
⑤ 事業の運営に直接必要な業務（事業主の立場で行われる業務を除く）のために出張する場合

※ 船員である中小事業主等が、船員法の適用のある船舶に乗り組んでいる場合は、積極的な私的行為を除き業務遂行性
が認められる

⑥ 通勤途上で次の場合
ア 労働者の通勤用に事業主が提供する交通機関の利用中
イ 突発事故（台風、火災など）による予定外の緊急の出勤途上

⑦ 事業の運営に直接必要な運動競技会その他の行事について労働者（業務遂行性が認められる者）を伴って出席する場合

２ 通勤災害

通勤災害については、一般の労働者と同様に取り扱われる。

〔労災保険法上の通勤とは〕
「通勤災害」とは、通勤により被った負傷、疾病、障害または死亡をいう。

この場合の「通勤」とは、就業に関し、①住居と就業の場所との間の往復 ②就業の場所から他の就業の場所への移動 ③赴任先住居
と帰省先住居との間の移動を、合理的な経路および方法により行うことをいい、業務の性質を有するものを除くものとしている。これらの移
動の経路を逸脱・中断した場合は、その逸脱・中断の間およびその後の移動は通勤とならない。ただし、その逸脱・中断が、日常生活上必
要な行為であって日用品の購入などをやむを得ない事由により最小限度の範囲で行う場合は、合理的な経路に戻った後の移動は「通勤」
となる。
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特別加入における補償の対象となる範囲②
〈労働者を使用しないで事業を行う一人親方その他の自営業者及びその者が行う事業に従事する労働者以外の者〉
（通達：S40.12.6基発第1591号）

１ 業務災害

業務災害または通勤災害を被った場合のうち、一定要件を満たすときに労災保険から給付が行われる。

保険給付の対象となる災害は、加入者ごとに一定の業務を行っていた場合に限られる。次に該当する場合に保険給付が行われる。

① 個人タクシー業者、個人貨物運送業者等
ア 免許などを受けた事業の範囲内において事業用自動車を運転する作業（運転補助作業を含む）、貨物の積み卸し作業
およびこれらに直接附帯する行為を行う場合

イ 突発事故（台風、火災など）により予定外に緊急の出勤を行う場合

② 大工、左官、とび、石工等の建設業の一人親方
ア 請負契約に直接必要な行為を行う場合
イ 請負工事現場における作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合
ウ 請負契約に基づくものであることが明らかな作業を自家内作業場において行う場合
エ 請負工事に関する機械や製品を運搬する作業（手工具類程度のものを携行して通勤する場合を除く）およびこれに直
接附帯する行為を行う場合

オ 突発事故（台風、火災など）により予定外に緊急の出勤を行う場合

③ 漁船による水産動植物の採補の事業に従事する者
ア 水産動植物の採捕、これに直接必要な用船中の作業およびこれらに直接附帯する行為を行う場合
イ 最終の発地から漁船まで、または漁船から最初の着地までの間において行為を行う場合
ウ 突発事故により予定外に緊急の出勤を行う場合

④ 植林、伐採、木炭製造等を行う林業の一人親方
ア 森林の中の作業地、木材の搬出のための作業路およびこれに前後する土場における作業並びにこれに直接附帯する行為
を行う場合

イ 作業のための準備・後始末、機械等の保管、作業の打ち合せなどを通常行っている場所（自宅を除く場所で、以下「集
合解散場所」という）における作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合

ウ 集合解散場所と森林の中の作業地の間の移動およびこれに直接附帯する行為を行う場合
エ 作業に使用する大型の機械等を運搬する作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合
オ 台風、火災などの突発事故による緊急用務のために作業地または集合解散場所に赴く場合
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特別加入における補償の対象となる範囲③

２ 通勤災害

通勤災害については、一般の労働者と同様に取り扱われる。ただし、上記のうち次の一人親方等については、通勤災害の保護の対象
とならない。

① 個人タクシー業者、個人貨物運送業者

③ 漁船による水産動植物の採補の事業に従事する者

⑤ 医薬品の配置販売業者
住居を出た後の最初の用務先からその日の最後の用務先までの間に行う医薬品の配置販売業務（医薬品の仕入れを含む）お

よびこれに直接附帯する行為並びに医薬品の配置販売業務（医薬品の仕入れを含む）を行うために出張する場合（住居以外の
施設における宿泊を伴う場合に限る）

⑥ 廃品回収業、くず鉄業と呼ばれる事業を行う再生資源取扱業者
ア 再生資源を収集、運搬、選別、解体するなどの作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合
イ 再生資源を収集、運搬するために行われるトラックなどの貨物運搬用車両などを運転または操作する作業およびこれら
に直接附帯する行為を行う場合

ウ 台風、火災などの突発事故による緊急用務のために、再生資源の集積場所などに赴く場合

⑦ 船員法第１条に規定する船員が行う事業に従事する者
ア 船員法の適用のある船舶に乗り組んでいる場合（恣意的行為など積極的な私的行為を除く）
イ 突発事故（台風、火災など）により予定外に緊急の出勤を行う場合
ウ 下船後における旅客の乗降のための作業および、荷下ろしなどの作業または出荷のための作業など事業のためにする
行為に直接附帯する作業についても、事業の性質に応じて業務遂行性が認められることがある。

〈労働者を使用しないで事業を行う一人親方その他の自営業者及びその者が行う事業に従事する労働者以外の者〉

第78回労災保険部会資料
(令和元年８月８日開催)
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特別加入における補償の対象となる範囲④
〈特定作業従事者〉（通達：S40.12.6基発第1591号）

１ 業務災害

業務災害または通勤災害を被った場合のうち、一定要件を満たすときに労災保険から給付が行われる。

保険給付の対象となる災害は、加入者ごとに一定の業務を行っていた場合に限られる。次に該当する場合に保険給付が行われる。

① 一定規模の農業の事業場において一定の危険有害な農作業に従事する者（特定農作業従事者）
農業者が、農作業場で行う「土地の耕作や開墾」「植物の栽培や採取」「家畜（家きんやみつばちを含む）や蚕の飼育の作

業」のうち、次のア～オのいずれかに当たる作業を行う場合（その作業に直接附帯する行為を含む）
ア 農作業場で動力により駆動する機械を使用して行う作業
イ 農作業場の高さが２メートル以上の箇所において行う作業
ウ 農作業場で牛・馬・豚に接触し、または接触するおそれのある作業
エ 農作業場の酸素欠乏危険場所で行う作業
オ 農作業場で農薬を散布する作業

② 特定の農業機械を用いて一定範囲の農作業を行う者（指定農業機械作業従事者）
ア 農業者が、農作業場において指定農業機械を使用して行う作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合
イ 農業者が指定農業機械を農作業場と格納場所との間において、運転または運搬する作業（苗、防除用薬、堆肥などを
共同育苗施設などから農作業場へ運搬する作業を含む。）およびこれに直接附帯する行為を行う場合

③ 国、地方公共団体が実施する職場適応訓練又は事業主団体等委託訓練として行われる作業に従事する者
訓練現場に就労している労働者に準ずる

④ 危険有害な作業に従事する家内労働者等
ア 家内労働者等が、作業場で、申請書の「業務又は作業の内容」欄に記載された作業またはこれに直接附帯する行為を
行う場合

イ 家内労働者等が、作業場に隣接した場所（作業場の敷地内、作業場前の道路上など）において行う家内労働に関わる
材料、加工品などの積み込み、積み卸し作業および運搬作業を行う場合

⑤ 労働組合等常勤役員
労働組合等の常勤役員が、労働組合等の事務所、事業場、集会場または道路、公園その他の公共の用に供する施設において、

集会の運営、団体交渉その他の当該労働組合等の活動に関する作業（作業に必要な移動を含む）を行う場合

⑥ 介護作業従事者 及び家事支援従事者
ア 介護作業従事者が、介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律第2条第1項に規定する介護関係業務で、入浴、排せつ、
食事などの介護その他の日常生活の世話、機能訓練または看護に関する作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合

イ 家事支援作業従事者が、炊事、洗濯、掃除、買物、児童の日常生活上の世話及び必要な保護その他家庭において日常生
活を営むのに必要な行為に関する作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合

第78回労災保険部会資料
(令和元年８月８日開催)
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特別加入における補償の対象となる範囲⑤
〈特定作業従事者〉

２ 通勤災害

通勤災害については、一般の労働者と同様に取り扱われる。ただし、上記のうち次の特定作業従事者については、通勤災害の保護の
対象 とならない。

① 一定規模の農業の事業場において一定の危険有害な農作業に従事する者（特定農作業従事者）

② 特定の農業機械を用いて一定範囲の農作業を行う者（指定農業機械作業従事者）

④ 危険有害な作業に従事する家内労働者等

〔特定農作業従事者や指定農業機械作業従事者の通勤災害について〕

特定農作業従事者や指定農業機械作業従事者については、通勤災害の適用はないが、自宅と農作業場との間を、トラックな
どの運搬機械を用いて往復している場合には、業務災害として保護の対象となる。
特定農作業従事者については、農産物や農作業のための資材などを運ぶために自宅の車庫から農作業場まで軽トラックを

運転する行為は、耕作などの作業に直接附帯する行為に当たるため、通勤災害ではなく、業務災害として労災保険による給
付を受けることができる。また、指定農業機械作業従事者についても、軽トラックに乗って自宅の車庫から農作業場まで向
かう途中に被災した場合には、業務災害として労災保険による給付を受けることができる。

第78回労災保険部会資料
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特別加入における補償の対象となる範囲⑥
〈海外派遣者〉

１ 業務災害

○労働者として派遣される場合（通達：S52.3.30労働省発労徴第21号・基発第192号、S55.3.31労働省発労徴第22号・基発第156号）

就業中の災害であって、次の①～⑦のいずれかに該当する場合に保険給付が行われる。

① 申請書の「業務の内容」欄に記載された労働者の所定労働時間（休憩時間を含む）内に特別加入申請した事業のためにする行為お
よびこれに直接附帯する行為を行う場合（事業主の立場で行われる業務を除く）
② 労働者の時間外労働または休日労働に応じて就業する場合
③ ①または②に前後して行われる業務（準備、後始末行為を含む）を中小事業主等のみで行う場合
④ ①、②、③の就業時間内における事業場施設の利用中および事業場施設内で行動中の場合
⑤ 事業の運営のために直接必要な業務（事業主の立場で行われる業務を除く）のために出張する場合
⑥ 通勤途上で次の場合

ア 労働者の通勤用に事業主が提供する交通機関の利用中
イ 突発事故（台風、火災など）による予定外の緊急の出勤途上

⑦ 事業の運営に直接必要な運動競技会その他の行事について労働者（業務遂行性が認められる者）を伴って出席する場合

国内の労働者の場合と同様、業務災害または通勤災害を被った場合に労災保険から給付が行われる。

○中小事業の代表者などとして海外派遣される場合（通達：H8.3.1基発第95号）

２ 通勤災害

国内の労働者の場合と同様に取り扱われる。

① 海外派遣を命じられた労働者が、その転勤に伴う移転のため転勤前の住居などから赴任先事業場に赴く途中で発生した災害
であること

② 赴任先事業主の命令に基づき行われる赴任であって、社会通念上、合理的な経路および方法による赴任であること
③ 赴任のために直接必要でない行為あるいは恣意的行為に起因して発生した災害でないこと
④ 赴任に対して赴任先事業主より旅費が支給される場合であること

○留意事項
赴任途上における災害は、次の要件を全て満たす場合に業務災害と認められる。（通達：H3.2.1基発第75号）

国内の中小事業主等の特別加入の場合と同様、以下の場合に労災保険から給付が行われる。

第78回労災保険部会資料
(令和元年８月８日開催)

参考



13

（参考）事務組合の要件

○労働保険事務組合制度とは
労働保険事務組合制度とは、商工会、事業協同組合などの事業主の団体や社会保険労務士の事務所などが、厚生労

働大臣から労働保険事務組合の認可を受けることにより、事業主の委託を受けて労働保険料の申告・納付や雇用保険の
被保険者に関する手続などの労働保険事務を行う制度である。

○労働保険事務組合の認可基準の概要
◇平成25年3月29日付け基発0329第7号「労働保険事務組合事務処理手引の改正について」
(1) 団体の性格 → 団体性が明確であること
・ 法人であるかは問わないが、「代表者の定めがあること」、「定款、規約等において、団体の組織、構成員の範囲、
事業内容、運営方法」等が明確に定められていること。

・ 労働保険事務の委託予定事業主が３０以上あること。
・ 定款等において、事業主の委託を受けて労働保険事務の行うことが定められていること。
・ 団体等の活動実績が２年以上あること。

(2) 財政基盤 → 相当の財産を有すること
団体等は相当の財産を有し、事務組合の責任（労働保険料の納付等の責任）を負うことができるものであること

（登記簿や預金証書等で確認）。

(3) 事務処理体制 → 適切に処理できる体制が確立していること
・ 労働保険事務を確実に行う能力がある者（社会保険労務士等）が配置され、その者が当該団体の役職員として、実
際に労働保険事務に携わることが予定されていること。

・ 役員や事務の総括者は社会的信用があること（経歴書で確認）。
・ 事務処理規約に必要事項を定め、団体の議決機関の承認を経ていること。

第78回労災保険部会資料
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（参考）特別加入団体の要件①
○ 特別加入団体の申請をしようとする団体は、あらかじめ、一人親方等又は特定作業従事
者の業務災害の防止に関し、当該団体が講ずべき措置及びこれらの者が守るべき事項を定
めなければならないこととされている。
具体例：①原状回復の業務又は除染を目的とする原状回復以外の業務を行う一人親方については、特別加入団体が業務災害

の防止に関し、当該団体が講ずべき措置及びこれらの者が守るべき事項を「除染等業務に従事する労働者の放射
線障害防止のためのガイドライン」（平成23年12月22日付け基発1222第６号）に沿って改定しなければならない。
（「労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について」平成23年12月27日基発1227第１号）
②特定農作業従事者については、特別加入団体が業務災害の防止に関し、当該団体が講ずべき措置及びこれらの者
が守るべき事項として「業務災害防止規則例」に定める内容と実質的に同じ内容の定めを作成しなければならな
い。（「労働者災害補償保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行等について」平成３年４月12日発労徴第
38号、基発259号）

○ 特別加入団体は、一人親方等及び特定作業従事者に係る保険料の納付など、事業主に課
せられている労働保険事務を処理することになるため、当該団体が次頁の要件を全て満た
している場合に、政府は特別加入の承認を行う。

＜参照条文＞
◎労働者災害補償保険法施行規則（昭和三十年労働省令第二十二号）
第四十六条の二十三第二項 法第三十五条第一項の申請をしようとする団体（第四十六条の十七第七号に掲げる事業を労働者を使用
しないで行うことを常態とする者の団体及び第四十六条の十八第三号に掲げる作業に従事する者の団体を除く。）は、あらかじめ、
法第三十三条第三号から第五号までに掲げる者の業務災害の防止に関し、当該団体が講ずべき措置及びこれらの者が守るべき事項
を定めなければならない。

第78回労災保険部会資料
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（参考）特別加入団体の要件②
○特別加入団体の要件（昭和40年11月１日付け基発第1454号労働基準局長通達）

① 一人親方等又は特定作業従事者の相当数を構成員とする単一団体であること。
② その団体が法人であるかどうかは問わないが、構成員の範囲、構成員である地位の得喪の手続などが
明確であること。その他団体の組織、運営方法などが整備されていること。

③ その団体の定款などに規定された事業内容からみて労働保険事務の処理が可能であること。
④ その団体の事務体制、財務内容などからみて労働保険事務を確実に処理する能力があると認められる
こと。

⑤ その団体の地区が、団体の主たる事務所の所在地を中心として別表（※）に定める区域に相当する区
域を超えないものであること。

（※別表）
主たる事務所の所
在地の都道府県

主たる事務所の所在地の都道府県以外で特別加入団体が事務処理を行うことが出
来る区域の一覧

北海道 青森県
青森県 北海道 岩手県 秋田県
岩手県 青森県 宮城県 秋田県
宮城県 岩手県 秋田県 山形県 福島県
秋田県 青森県 岩手県 宮城県 山形県
山形県 宮城県 秋田県 福島県 新潟県
福島県 宮城県 山形県 茨城県 栃木県 群馬県 新潟県
茨城県 福島県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県
栃木県 福島県 茨城県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県
群馬県 福島県 茨城県 栃木県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 長野県
埼玉県 茨城県 栃木県 群馬県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 静岡県
千葉県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 東京都 神奈川県 静岡県
東京都 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 神奈川県 山梨県 静岡県

神奈川県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 山梨県 静岡県
新潟県 山形県 福島県 群馬県 東京都 富山県 長野県
富山県 新潟県 石川県 長野県 岐阜県
石川県 富山県 福井県 岐阜県
福井県 石川県 岐阜県 滋賀県 京都府
山梨県 埼玉県 東京都 神奈川県 長野県 静岡県
長野県 群馬県 埼玉県 新潟県 富山県 山梨県 岐阜県 静岡県 愛知県
岐阜県 富山県 石川県 福井県 長野県 愛知県 三重県 滋賀県
静岡県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 愛知県
愛知県 長野県 岐阜県 静岡県 三重県

主たる事務所の所
在地の都道府県

主たる事務所の所在地の都道府県以外で特別加入団体が事務処理を行うことが出
来る区域の一覧

三重県 岐阜県 愛知県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
滋賀県 福井県 岐阜県 三重県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県
京都府 福井県 三重県 滋賀県 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 岡山県
大阪府 三重県 滋賀県 京都府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 岡山県 徳島県 香川県
兵庫県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 奈良県 和歌山県 鳥取県 岡山県 徳島県 香川県
奈良県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県

和歌山県 三重県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 徳島県
鳥取県 京都府 兵庫県 島根県 岡山県 広島県
島根県 鳥取県 岡山県 広島県 山口県
岡山県 京都府 大阪府 兵庫県 鳥取県 島根県 広島県 香川県 愛媛県
広島県 鳥取県 島根県 岡山県 山口県 香川県 愛媛県
山口県 島根県 広島県 愛媛県 福岡県 大分県
徳島県 大阪府 兵庫県 和歌山県 香川県 愛媛県 高知県
香川県 大阪府 兵庫県 岡山県 広島県 徳島県 愛媛県 高知県
愛媛県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 高知県 大分県
高知県 徳島県 香川県 愛媛県
福岡県 山口県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県
佐賀県 福岡県 長崎県 熊本県 大分県
長崎県 福岡県 佐賀県 熊本県
熊本県 福岡県 佐賀県 長崎県 大分県 宮崎県 鹿児島県
大分県 山口県 愛媛県 福岡県 佐賀県 熊本県 宮崎県
宮崎県 熊本県 大分県 鹿児島県

鹿児島県 熊本県 宮崎県
沖縄県 -

第78回労災保険部会資料
(令和元年８月８日開催)
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事業主数 … ６５万 ９５３人
家族従事者数 … ４３万９,０３０人

○中小事業主等

特別加入の状況

事業主数 家族従事者数

林業 1,993人 761人

漁業 1601人 1072人

鉱業 283人 300人

建設事業 317241人 122918人

製造業 99976人 101640人

運輸業 10682人 9671人

電気、ガス、水道又は熱供給の事業 154人 205人

その他の事業 217961人 201579人

船舶所有者の事業 1062人 884人

加入者数 … ５６万９,９１８人
団体数 … ３,５１１団体

個人タクシー・個人貨物運送業者 178団体 9,311人

建設業の一人親方 3,091団体 556,634人

漁船による自営漁業者 67団体 1,539人

林業の一人親方 108団体 1,704人

医薬品の配置販売業者 16団体 178人

再生資源取扱業者 22団体 450人

船員法第１条に規定する船員 29団体 102人

○一人親方等

加入者数 … １１万２,４９９人
団体数 … １,３５９団体

農作業従事者

特定農作業従事者 444団体 68,059人

指定農業機械作業従事者 416団体 30,709人

訓練従事者

職場適応訓練従事者 53団体 342人

事業主団体等委託訓練従事者 108団体 10,035人

家内労働者

金属等の加工の作業 31団体 329人

洋食器・刃物等の加工の作業 6団体 25人

履物等の加工の作業 5団体 65人

陶磁器製造の作業 1団体 0人

動力機械による作業 12団体 62人

仏壇・食器の加工の作業 0団体 0人

労働組合等常勤役員 13団体 86人

介護作業従事者 270団体 2,787人

○特定作業従事者

加入者数 … ９万８,７７４人
事業場数 … １万 ４９２事業場

○海外派遣者

技術協力（ＪＩＣＡ等） 79事業場 4,282 人
労働者 7,968事業場 88,124人
代表者等 2，445事業場 6,368人

特別加入者数 合計：１８７万１,１７４人
（いずれも平成２９年度末時点)
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特別加入制度創設時の労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令案要綱（案）
についての答申（別紙）（労働者災害補償保険審議会 Ｓ４０．１０．２０）

標記要綱（案）については、本年９月２２日及び１０月１５日開催の会議に於いて慎重に審議した結果、次のよう
な基本的考え方を前提として、これを了承する。

１ 労災保険事務組合については、中小企業団体の実情を十分考慮し、特に団体の責任体制の確保に努めつ
つ、その普及を図ることとすべきである。

２ 特別加入については、業務の実態、災害の発生状況等から、労働基準法の適用労働者に準じて保護すべ
き者に対し、特例として労災保険の適用を及ぼすのが制度の趣旨であるので、その実施に当っては、いやしく
も労災保険本来の建前を逸脱し、あるいは制度全体の運営に支障を生ずることのないよう、あくまで慎重を期
する必要がある。

かかる見地から、特別加入者の範囲については、業務の危険度ないしその事業の災害率に照らし、特に保
護の必要性の高いものについて考慮するとともに、特別加入者の従事する業務の範囲が明確性ないし特定
性をもち保険業務の技術的な処理の適確を期しうるかどうかを十分に検討すべきであり、また将来全面適用
となるべき労働者についての保険加入の促進にも資するよう配慮する必要がある。

特に農業従事者の特別加入については、その業態の特殊性、他の業務との均衡等の問題、災害発生状況
ないし保険数理上の基礎データの未整備の現状からみて、時期尚早のきらいがあり、殊に、農業労働者に対
し完全適用もされていない現状において自営農業者に対する適用を進めること自体、労災保険制度の趣旨、
制度運営の基本的態度として問題がある。この際、ある程度の加入を認めるとしても、以上の見地から、危険
度の最も高く、重度の傷害を起すおそれがあると認められる種類の機械による作業を対象として必要最小限
に止めることとし、将来の方策については、あらためて根本的な検討を加えたうえ、方針を策定すべきである。
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労災保険特別加入制度の主な見直し経緯①（対象範囲に係るもの中心）

施行日 改正内容 改正形式

Ｓ４０．１１．１ ○特別加入制度創設（業務災害に限定）
常時300人（金融業、保険業、不動産業、卸売業、小売業、サービス業については50人）以下の労働者を使用す
る事業の事業主で労災保険事務組合に事務処理を委託する者及びその事業主の行う事業に従事する者。

法律

Ｓ４８．１０．１５ ○卸売業について、50人以下→100人以下の労働者を使用する事業主に対象拡大 省令

Ｓ５２．４．１ 〇通勤災害も対象に追加 法律

Ｈ１１．１２．３ ○サービス業について、50人以下→100人以下の労働者を使用する事業主に対象拡大 省令

施行日 改正内容 改正形式

Ｓ４０．１１．１ ○特別加入制度創設（業務災害に限定）
次の種類の事業を労働者を使用しないで行うことを常態とする者及びその者の行う事業に従事する者。
・自動車を使用して行う旅客又は貨物の運送の事業
・建設の事業 ・漁船による水産動植物の採補の事業

法律

Ｓ４７．４．１ 〇建設の事業を「土木、建設その他の工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体又はその準備
の事業」に改正

省令

Ｓ５１．１０．１ ○以下を追加
・林業の事業 ・医薬品の配置販売の事業

省令

Ｓ５２．４．１ 〇通勤災害も対象に追加 法律

Ｓ５５．４．１ ○以下を追加
・再生利用の目的となる廃棄物等の収集、運搬、選別、解体等の事業

省令

Ｈ２２．１．１ ○以下を追加
・船員法第１条に規定する船員が行う事業

省令

Ｈ２４．１．１ ○以下を追加
・除染作業（建設の事業の中に「原状回復」を追加）

省令

※上記のほか、一人親方等については、通達や事務連絡によって、運用範囲を拡大してきたものも存在する。 18

１ 中小事業主等

２ 一人親方等
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労災保険特別加入制度の主な見直し経緯②（対象範囲に係るもの中心）
３ 特定作業従事者

施行日 改正内容 改正形式

Ｓ４０．１１．１ ○特別加入制度創設（業務災害に限定）
・農作業を次の機械を使用して行う者

① 農業用トラクター
② 動力溝掘機、自走式防除用機械、自走式収穫用機械、自走式運搬用機械

・国または地方公共団体が実施する訓練事業者

法律

Ｓ４５．１０．１ ○家内労働者について追加。
・プレス機械又はシャーを使用して行う金属加工の作業

・研削盤若しくはバフ盤を使用して行う研削若しくは研ま又は溶融した鉛を用いて行う金属の焼入れ若しくは焼きもど
しの作業であって金属製洋食器又は刃物の製造又は加工に係るもの

・有機溶剤又は有機溶剤含有物を用いて行う作業であって化学物質製履物製造又は加工に係るもの

・粉じん作業又は鉛化合物を含有する釉薬を用いて行う施釉若しくは鉛化合物を含有する絵具を用いて行う絵付けの
作業若しくはその施釉若しくは絵付けされた物の焼成の作業であって陶磁器の製造に係るもの

省令

Ｓ４９．４．１ ○家内労働者の範囲拡大（下線部を追加）
・プレス機械、シャー、旋盤、ボール盤又はフライス盤を使用して行う金属又は合成樹脂の加工の作業

・研削盤若しくはバフ盤を使用して行う研削若しくは研ま又は溶融した鉛を用いて行う金属の焼入れ若しくは焼きもど
しの作業であって金属製洋食器、刃物、バルブ又はコツクの製造又は加工に係るもの

・有機溶剤又は有機溶剤含有物を用いて行う作業であって化学物質製又は皮製の履物、鞄、袋物又は服装用ベルト
の製造又は加工に係るもの

・動力により駆動される織機を使用して行う作業

省令

Ｓ５０．４．１ ○家内労働者の範囲拡大（下線部を追加）

・プレス機械、型付け機、型打ち機、シャー、旋盤、ボール盤又はフライス盤を使用して行う金属、合成樹脂、皮、ゴム、
布又は紙の加工の作業

・有機溶剤又は有機溶剤含有物を用いて行う作業であって化学物質製、皮製又は布製の履物、鞄、袋物又は服装用
ベルトの製造又は加工に係るもの

省令

Ｓ５２．４．１ 〇通勤災害も対象に追加 法律

Ｓ５６．４．１ ○家内労働者の範囲拡大（下線部を追加）

・有機溶剤又は有機溶剤含有物を用いて行う作業であって化学物質製、皮製若しくは布製の履物、鞄、袋物、服装用
ベルト、グラブ若しくはミツト又は木製若しくは合成樹脂製の漆器の製造又は加工に係るもの

・動力により駆動される合糸機、撚糸機又は織機を使用して行う作業
・木工機械を使用して行う作業であって、仏壇又は木製若しくは竹製の食器の製造又は加工に係るもの

省令
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労災保険特別加入制度の主な見直し経緯③（対象範囲に係るもの中心）

施行日 改正内容 改正形式

Ｈ１．４．１ 〇国又は地方公共団体が実施する訓練事業者のうち、対象を以下に限定
・求職者を作業環境に適応させるための訓練として行われる作業

・求職者の再就職を容易にするために必要な技能を習得させるための職業訓練であって事業主又は事業主の団体に
委託されるものとして行われる作業

省令

Ｈ３．４．１２ ○特定農作業従事者を追加
○労働組合等常勤役員を追加

省令

Ｈ１３．４．１ ○介護作業従事者を追加 省令

Ｈ３０．４．１ ○家事支援従事者を追加 省令

施行日 改正内容 改正形式

Ｓ５２．４．１ ○海外派遣者を追加 法律

Ｈ８．４．１ ○海外にある中小規模の事業に事業主等として派遣される者を追加 法律

※上記のほか、特定作業従事者については、告示や通達によって、運用範囲を拡大してきたものも存在する。
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３ 特定作業従事者

４ 海外派遣者
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特別加入者の労災補償状況（休業（補償）給付：平成３０年度）（療養（補償）給付のみの受給者を含まない数値）

分類
中小事業主

等（％）
一人親方等

（％）
特定作業従事

者（％）
海外派遣者

（％）
合計（％）

負傷（※２）
４，３７５件
（９３．２％）

７，５４４件
（９２．９％）

６８９件
（９７．３％）

１４件
（７７．８％）

１２，６２２件
（９３．２％）

負傷に起因する疾病（※３）
１７２件

（３．７％）
３２８件

（４．０％）
１１件

（１．６％）
０件

５１１件
（３．８％）

物理的因子による疾病（がんを除く）
【有害光線、電離放射線、異常気圧、異常温度、騒音、超音波等】

４１件
（０．９％）

１３８件
（１．７％）

３件
（０．４％）

０件
１８２件

（１．３％）

身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する疾病
【腰痛、振動障害、上肢障害等】

２３件
（０．５％）

３５件
（０．４％）

３件
（０．４％）

０件
６１件

（０．５％）

化学物質等による疾病
【厚生労働大臣が指定する化学物質等による疾病を含む。】

１１件
（０．２％）

８件
（０．１％）

１件
（０．１％）

０件
２０件

（０．１％）

粉じんの吸引による疾病 【じん肺症等】
７件

（０．１％）
４件

（０．０％）
０件 ０件

１１件
（０．１％）

細菌、ウィルス等の病原体による疾病 ０件
２件

（０．０％）
１件

（０．１％）
１件

（５．６％）
４件

（０．０％）

がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業
務による疾病【職業がん】

５６件
（１．２％）

５８件
（０．７％）

０件 ０件
１１４件

（０．８％）

長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著しく増悪させる
業務による脳血管疾患及び虚血性心疾患等

４件
（０．１％）

１件
（０．０％）

０件
１件

（５．６％）
６件

（０．０％）

心理的負荷による精神障害
２件

（０．０％）
０件 ０件

２件
（１１．１％）

４件
（０．０％）

前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件

その他疾病（※４）
２件

（０．０％）
１件

（０．０％）
０件 ０件

３件
（０．０％）

合計 ４，６９３件 ８，１１９件 ７０８件 １８件 １３，５３８件

（※１）平成３０年度に新規で休業補償給付の支払日があった特別加入者の方について、労働基準行政システム（労災サブシステム）上傷病性質コードが入力されているものを合計した
もの。

（※２）業務災害に係る「負傷」及び通勤災害に係る「負傷」を合わせた数値。
（※３）業務災害に係る「業務上の負傷に起因する疾病」及び通勤災害に係る「通勤による負傷に起因する疾病」を合わせた数値。
（※４）業務災害に係る「その他業務に起因することの明らかな疾病」及び通勤災害に係る「その他通勤に起因することの明らかな疾病」を合わせた数値。

（※１）
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特別加入者の労災補償状況（年金給付：平成３０年度）（療養（補償）給付のみの受給者を含まない数値）

分類
中小事業主等

（％）
一人親方等

（％）
特定作業従事

者（％）
海外派遣者

（％）
合計（％）

負傷（※２）
１１３件

（６２.１％）
７９件

（６０．３％）
１８件

（９０．０％）
１件

（３３．３％）
２１１件

（６２．８％）

負傷に起因する疾病（※３）
１０件

（５．５％）
６件

（４．６％）
２件

（１０．０％）
０件

１８件
（５．４％）

物理的因子による疾病（がんを除く）
【有害光線、電離放射線、異常気圧、異常温度、騒音、超音波等】

０件
１件

（０．８％）
０件 ０件

１件
（０．３％）

身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する疾病
【腰痛、振動障害、上肢障害等】

０件 ０件 ０件
１件

（３３．３％）
１件

（０．３％）

化学物質等による疾病
【厚生労働大臣が指定する化学物質等による疾病を含む。】

５件
（２．７％）

７件
（５．３％）

０件 ０件
１２件

（３．６％）

粉じんの吸引による疾病 【じん肺症等】
１４件

（７．７％）
９件

（６．９％）
０件 ０件

２３件
（６．８％）

細菌、ウィルス等の病原体による疾病 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件

がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業
務による疾病【職業がん】

３８件
（２０．９％）

２９件
（２２．１％）

０件 ０件
６７件

（１９．９％）

長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著しく増悪させる
業務による脳血管疾患及び虚血性心疾患等

２件
（１．１％）

０件 ０件 ０件
２件

（０．６％）

心理的負荷による精神障害 ０件 ０件 ０件
１件

（３３．３％）
１件

（０．３％）

前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件

その他疾病（※４） ０件 ０件 ０件 ０件 ０件

合計 １８２件 １３１件 ２０件 ３件 ３３６件

（※１）平成３０年度に新規で年金給付（一時金は含まない）の支払日があった特別加入者の方について、労働基準行政システム（労災サブシステム）上傷病性質コー
ドが入力されているものを合計したもの。

（※２）業務災害に係る「負傷」及び通勤災害に係る「負傷」を合わせた数値。
（※３）業務災害に係る「業務上の負傷に起因する疾病」及び通勤災害に係る「通勤による負傷に起因する疾病」を合わせた数値。
（※４）業務災害に係る「その他業務に起因することの明らかな疾病」及び通勤災害に係る「その他通勤に起因することの明らかな疾病」を合わせた数値。

（※１）
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